
様式第１号（第４条関係）

 

三重県知事 あて

（申請者）所在地

名称

代表者職氏名 印

１ 補助事業の名称

２ 補助事業の内容等

  様式第１号別紙のとおり

３ 申請者の概要（市町の場合は記載不要）

※以下の書類を添付すること

①定款及び登記事項証明書

②直近２期の財務諸表（貸借対照表・損益計算書）

⑤申請者の概要（事業概要等）がわかる書類（パンフレットなど）

三重県再生可能エネルギー等導入推進基金事業費補助金 実施計画書

第 号

平 成 年 月 日

三重県再生可能エネルギー等導入推進基金事業費補助金の交付を受けたいので、三重県再生可能
エネルギー等導入推進基金事業費補助金交付要領第４条の規定により、下記のとおり提出します。

記

③三重県内に本支店又は営業所等を有する事業者にあっては、全ての県税にかかる「納税証明
書」（三重県の県税事務所が当実施計画書の日付の６ヶ月以内に発行した、全ての県税に滞納
がないことを証明したもの）【有料】

④消費税及び地方消費税の「納税証明書（その３ 未納税額のない証明用）」（所管税務署が
当実施計画書の日付の６ヶ月以内に発行したもの）【有料】

〒

主要生産品

資本金又は
出資金

従業員数
（うち常用雇用者）

人
（ 人）

三重県再生可能エネルギー等導入推進基金事業

名称

創業年月日 年 月 日 法人化年月日 年 月 日

代表者職氏名

所在地

役職
氏名



４ 申請者の役員等に関する事項（市町の場合は記載不要）

※ 氏名の漢字に標準字体以外のものが含まれる場合はその字を備考欄に記入してください。

連絡先・担当者

※ 役員が、他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金、従業員
数及びその会社での役職名を記入してください。

職名
よみがな
氏 名

生年月日 性別 備考

氏 名：

電 話：

ＦＡＸ：

Ｅ-maiｌ：

所属（部署）：

職 名：



様式第１号別紙１（第４条関係） 課長 係長 作成者

合 計 額 ０ 千円

定 格 出 力
想 定

発 電 量
Co2

削 減 量

蓄 電 池
に よ る

貢献電力量

(kw) (kwh/年) (t-Co2/年) (kwh/年)

記載
例

○○○○施設再生可能エネルギー等
導入事業

68,040 67,320 0 2,880 64,440
自治体庁舎
○○市本庁
舎

太陽光発電 10kW×2基
蓄電池 15kWh×2基
ＬＥＤ照明 40w 10灯

20 22,776 12.89 6,390

１ 0

２ 0

３ 0

４ 0

５ 0

６ 0

７ 0

８ 0

９ 0

１０ 0

合計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

（注）１ 適宜行を追加すること。
２ 優先順位毎に記載すること。
３ 年度別計画書、及び個別計画概要書と一致させること。
４ 事業内容は、導入設備、個数がわかるように記載すること。「例：太陽光発電10kW×2基＝20kW」

再生可能エネルギー等導入推進基金事業 全体計画書
確認印

事 業 内 容

事 業 効 果

備 考

合計 H26 H27 H28

事業
番号

事 業 名
総事業費
（千円）

基金充当見込額  (千円)

施設区分



様式第１号別紙２（第４条関係） 課長 係長 作成者

当該年度
事業費

Ａ

設 備 数 量 単 位 数 量 単 位 （千円） （千円） （千円）

太陽光発電 10 kW 2 基 32,400 1,080 1,080

蓄電池 15 kWh 2 基 32,400 1,080 1,080

ＬＥＤ照明 40 w 10 灯 3,240 1,080 720

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

（注）１ 個別計画書は、年度別に作成すること。
２ 事業番号は、様式第３号の個別計画概要書と一致させること。
３ 個別計画の優先順位の高い事業から、列記すること。
４ 事業内容のＡには設備（太陽光発電、風力発電、ペレットストーブ、蓄電地、街路灯、ＬＥＤ照明等）、Ｂには構造規格又は規模数量を記載すること。
５ 施行期間は、補助事業の実施期間を記載すること。

合 計

平成 年度 再生可能エネルギー等導入推進基金事業 年度別計画書
確認印

５

４

３

２

H29.2.20

１

記
載
例

〇〇〇〇施設再生可能エネ
ルギー等導入事業

〇〇〇市町村〇〇〇〇字〇
〇〇〇 〇〇番地〇〇号

防災拠点施設
自治体庁舎
○○市本庁舎

H27.4.1

事
業
番
号

事業内容 施 行 期 間

事 業 実 施 箇 所 機 能 区 分 施 設 区 分

事業内容
着手

年月日
（予定）

総事業費
当該年度
基金充当
見込額 備考

事 業 名
完了

年月日
（予定）

Ｂ





ア 導入する再生可能エネルギーの種類及び定格出力

イ 導入する再生可能エネルギーに付帯する蓄電池、ＬＥＤ照明等の規格、数量等

□ （添付５）設備の概要が確認できる書類（設計図面、カタログ等）を添付すること

□ （添付６）導入設備規模チェックシートを添付すること

①

②

③

□ あり （種類： ）

□ なし

□ ほぼ毎日使用 □ １日中使用

□ 平日のみ又は週５日程度使用 □ 主に日中使用

□ その他 （ ） □ 主に夜間使用

□ その他 （ ）

kWh/年

□ あり

□ なし

(17)自家発電設備の設
置状況

（定格出力： kW、導入年度 年度）

年度）

(16)平常時における再
生可能エネルギーの自
家消費見込み電力量

使用する期間 使用する時間帯

平常時における再生可能エネルギー等により発電した電
力のうち、自家消費見込み電力量((15)の既設設備含む）

(15)既設再生可能エネ
ルギー設備の有無

（定格出力： kW、導入年度

(14)事業の効果

導入した再生可能エネ
ルギー等による発電量
（kWh/年）

導入した再エネ等の定格出力(kW）×365
（日）×24（時間/日）×設備利用率(13％）

二酸化炭素削減効果(t-
CO2)

①×電気事業者別排出係数（特定排出者
の温室効果ガス排出量算定用）CO2排出
係数排出係数代替値(t-CO2/kWh)＋照
明による削減量

蓄電池等の活用により
電力逼迫に貢献した電
力量（kWh/年）

蓄電池の合計容量(kWh)×213日（政府の
節電要請期間(7月～9月、12月～3月）

付帯設備の種類
仕様

総事業費（円）
（工事費含む）規格 数量

(13)導入する設備の状
況

再生可能エネルギー
の種類

仕様
総事業費（円）
（工事費含む）定格出力

(kW)
数量







ア 導入する再生可能エネルギーの種類及び定格出力

イ 導入する再生可能エネルギーに付帯する蓄電池、ＬＥＤ照明等の規格、数量等

■ （添付５）設備の概要が確認できる書類（設計図面、カタログ等）を添付すること

■ （添付６）導入設備規模チェックシートを添付すること

①

②

③

□ あり （種類： ）

■ なし

□ ほぼ毎日使用 □ １日中使用

■ 平日のみ又は週５日程度使用 ■ 主に日中使用

□ その他 （ ） □ 主に夜間使用

□ その他 （ ）

kWh/年

■ あり

□ なし

(17)自家発電設備の設
置状況

（定格出力： 10 kW、導入年度 平成２０ 年度）

年度）

(16)平常時における再
生可能エネルギーの自
家消費見込み電力量

使用する期間 使用する時間帯

平常時における再生可能エネルギー等により発電した電
力のうち、自家消費見込み電力量((15)の既設設備含む）

18,220

(15)既設再生可能エネ
ルギー設備の有無

（定格出力： kW、導入年度

(14)事業の効果

導入した再生可能エネ
ルギー等による発電量
（kWh/年）

22,776
導入した再エネ等の定格出力(kW）×365
（日）×24（時間/日）×設備利用率(13％）

二酸化炭素削減効果(t-
CO2)

13.55

①×電気事業者別排出係数（特定排出
者の温室効果ガス排出量算定用）CO2排
出係数排出係数代替値(t-CO2/kWh)＋
照明による削減量

蓄電池等の活用により
電力逼迫に貢献した電
力量（kWh/年）

6,390
蓄電池の合計容量(kWh)×213日（政府の
節電要請期間(7月～9月、12月～3月）

総事業費（円）
（工事費含む）規格 数量

蓄電池 10kWh 2 32,400,000

LED照明 40W 10 3,240,000

(13)導入する設備の状
況

再生可能エネルギー
の種類

仕様
総事業費（円）
（工事費含む）定格出力

(kW)
数量

太陽光発電 10 2 32,400,000

付帯設備の種類
仕様











開始年度 平成●●年度

完了年度 平成●●年度

事業名

施設名称

施設区分

住所

災害時収容
人数

災害時
必要電力量等

災害時の
機能

H26年
度

H27年
度

H28年
度

H29年
度

事業全体におけ
る国費負担と単
独費負担の整理

設備内容 設備名 導入容量

その他
④

未利用
エネルギー

③

蓄電池
②

事業概要

事業の全体像
及び

目的・ねらい

事業実施
ｽｹｼﾞｭｰﾙ

付随する整備等
（付帯工事含む）

導入設備

○別紙４～６の内
容と整合性を図る

こと。

導入数量 備考

再生可能
エネルギー①

対象施設
の

概要

耐震性の確保

外観

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成●●年度計画書 事業個票）

事業番号 記入不要

事業メニュー区分

実施主体



開始年度 平成●●年度

完了年度 平成●●年度

事業名

施設名称

施設区分

住所

災害時収容
人数

○○○人
災害時

必要電力量等
▲▲▲kWh/ 日

災害時の
機能

H26年
度

H27年
度

H28年
度

H29年
度

事業全体におけ
る国費負担と単
独費負担の整理

設備内容 設備名 導入容量

太陽光発電
システム

▲▲kW

バイオマス
ボイラー

■■kcal

リチウムイオン
蓄電池

△△kWh

屋内高所照明（LED照明 ●●w
その他

④

○○灯 ○○○千円

○○○千円

未利用
エネルギー

③

○○基 ○○○千円

蓄電池
②

○○基 ○○○千円

事業概要

事業の全体像
及び

目的・ねらい

（記載例）
○対象施設を選定した経過・理由

三重県防災対策部が発表している理論上最大クラスの地震発生
時に、●●市が指定する、地域住民の避難所指定場所で、停電が長
期化した場合に備えて太陽光発電設備及び蓄電池を設置しておく。
○事業計画上の位置付け

地域又は児童の避難所における再生可能エネルギーを活用した整
備を計画する。
○事業の全体内容

体育館に太陽光発電装置と蓄電池装置を設置し、非常用電源設備
を整備する。併せて既存の照明器具から消費電力を軽減できる屋内
高所照明（LED照明）に更新する。
○対象施設の機能を強化させることにより、目指すもの

 避難者にとって安全であることはもとより、安定的な電力供給をす
ることで、最低限必要な生活を維持できる環境づくりを行う。
○対象施設のエリアにおいて、どのようなポテンシャルがあるか

受電できる環境なら、避難所としての管理運営が円滑に行われ、
避難者の安心安全な生活を確保、テレビ、ラジオで情報収集、パソコ
ンで情報収集や避難者の情報管理を行うことで、被災者同士や避難
施設間での情報交換を図ることができる施設となる。
○そのポテンシャルを生かすため、どのような設備を導入するか

太陽光発電設備、蓄電池、屋内高所照明
○本事業の最終目的は何か

避難所としての防災機能の強化。

事業実施
ｽｹｼﾞｭｰﾙ

【記載例】
○太陽光発電事業公募・入札（８月）

・●社公募
○太陽光発電事業設計（１０月～）：＊＊＊＊＊円

・スケジュールの都合上、今年度は太陽光発電の設計の
みを行う。

【記載例】
○太陽光発電▲kW×１基の設置開始（６月着工、１０月完
了）
○太陽光発電稼働（１１月～）
○バイオマスボイラー事業公募・入札     ・●社公募
○バイオマスボイラー２台の設計（８月～）：＊＊＊＊円

【記載例】
○バイオマスボイラー２台の設置工事（４月～10月）：＊＊＊
円
○バイオマスボイラー２台の稼働（11月～）

【記載例】
○事業効果の把握
○今後の波及効果の把握 等

○事業全体で、国費庫負担と単独費負担を整理して導入（整備）して
いる場合は、その整理内容（考え方）を記載。
○更には、総事業費及び総事業費における国費負担額及び単独費
負担額を記載（単位：千円）。 付随する整備等

（付帯工事含む）

○下記の導入設備に付随して整備、工事等を実施している
ものがあればを記載。
○事業全体の中で、全額単費負担で導入する理由等から、
以下の導入設備に記載していない設備がある場合は、その
導入内容を記載。

導入設備

○別紙４～６の内
容と整合性を図る

こと。

導入数量 備考

再生可能
エネルギー①

○○基

対象施設
の

概要

＊＊市役所庁舎、○○中学校、△△浄水場 等 耐震性の確保
平成○年4月竣工

（昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築
物）

例）市庁舎・消防署・学校・病院・コンビニエンスストア 等 外観

〒***-**** ■■県 ▲▲市 ●●町 ×－×ー×

導入した施設・設備の写真等を貼付けして下さい。
（※導入が完了するまでは、施設の写真及び設置場所を貼付）

○施設が果たすべき役割
大規模な災害が発生し、住宅の倒壊、破損やライフラインの途絶に

より、自宅での生活が困難となった場合は、速やかに避難所を開設
し、生命の確保と安全な避難場所を提供する。
○必要とする最低限の機能

停電時における、非常用電源設備の確保
照明機器 30,211Wh、情報収集（ﾊﾟｿｺﾝ） 640Wh、通信連絡（携帯電

話充電）300kwh（導入設備規模チェックシートの数値と合わせてくださ
い。）
○機能を維持するための電力量
  昼間 17kWh 夜間 15kWh 合計 32kWh  （導入設備規模チェック
シートの数値と合わせてください。）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成２８年度計画書 事業個票）

事業番号 記入不要

事業メニュー区分 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

実施主体 ○○市、□□株式会社 等
□□□□□□□□事業



開始年度 平成●●年度

完了年度 平成●●年度

事業名

施設名称

施設区分

住所

災害時収容
人数

○○○人
災害時

必要電力量等
▲▲▲kWh/ 日

災害時の
機能

H26年
度

H27年
度

H28年
度

H29年
度

事業全体におけ
る国費負担と単
独費負担の整理

設備内容 設備名 導入容量

太陽光発電
システム

▲▲kW

バイオマス
ボイラー

■■kcal

リチウムイオン
蓄電池

△△kWh

屋内高所照明（LED照明 ●●w
その他

④

○○灯 ○○○，○○○円

●●社製太陽光発電システム ○○○，○○○円

未利用
エネルギー

③

○○基 ●●社製ボイラー ○○○，○○○円

蓄電池
②

○○基 ●●社製蓄電池 ○○○，○○○円

事業概要

事業の全体像
及び

目的・ねらい

（記載例）
○対象施設を選定した経過・理由

三重県防災対策部が発表している理論上最大クラスの地震発生
時に、●●市が指定する、地域住民の避難所指定場所で、停電が長
期化した場合に備えて太陽光発電設備及び蓄電池を設置しておく。
○事業計画上の位置付け

地域又は児童の避難所における再生可能エネルギーを活用した整
備を計画する。
○事業の全体内容

体育館に太陽光発電装置と蓄電池装置を設置し、非常用電源設備
を整備する。併せて既存の照明器具から消費電力を軽減できる屋内
高所照明（LED照明）に更新する。
○対象施設の機能を強化させることにより、目指すもの

 避難者にとって安全であることはもとより、安定的な電力供給をす
ることで、最低限必要な生活を維持できる環境づくりを行う。
○対象施設のエリアにおいて、どのようなポテンシャルがあるか

受電できる環境なら、避難所としての管理運営が円滑に行われ、
避難者の安心安全な生活を確保、テレビ、ラジオで情報収集、パソコ
ンで情報収集や避難者の情報管理を行うことで、被災者同士や避難
施設間での情報交換を図ることができる施設となる。
○そのポテンシャルを生かすため、どのような設備を導入するか

太陽光発電設備、蓄電池、屋内高所照明
○本事業の最終目的は何か

避難所としての防災機能の強化。

事業実施
ｽｹｼﾞｭｰﾙ

【記載例】
○太陽光発電事業公募・入札（８月）

・●社公募
○太陽光発電事業設計（１０月～）：＊＊＊＊＊円

・スケジュールの都合上、今年度は太陽光発電の設計の
みを行う。

【記載例】
○太陽光発電▲kW×１基の設置開始（６月着工、１０月完
了）
○太陽光発電稼働（１１月～）
○バイオマスボイラー事業公募・入札     ・●社公募
○バイオマスボイラー２台の設計（８月～）：＊＊＊＊円

【記載例】
○バイオマスボイラー２台の設置工事（４月～10月）：＊＊＊
円
○バイオマスボイラー２台の稼働（11月～）

【記載例】
○事業効果の把握
○今後の波及効果の把握 等

○事業全体で、国費庫負担と単独費負担を整理して導入（整備）して
いる場合は、その整理内容（考え方）を記載。
○更には、総事業費及び総事業費における国費負担額及び単独費
負担額を記載（単位：円）。 付随する整備等

（付帯工事含む）

○下記の導入設備に付随して整備、工事等を実施している
ものがあればを記載。
○事業全体の中で、全額単費負担で導入する理由等から、
以下の導入設備に記載していない設備がある場合は、その
導入内容を記載。

導入設備

○別紙４～６の内
容と整合性を図る

こと。

導入数量 備考

再生可能
エネルギー①

○○基

対象施設
の

概要

＊＊市役所庁舎、○○中学校、△△浄水場 等 耐震性の確保
平成○年4月竣工

（昭和56年6月1日以降の建築確認を得て建築された建築
物）

例）市庁舎・消防署・学校・病院・コンビニエンスストア 等 外観

〒***-**** ■■県 ▲▲市 ●●町 ×－×ー×

導入したすべての施設・設備の写真等を貼付けして下さい。
（※導入が完了するまでは、施設の写真及び設置場所を貼付）

○施設が果たすべき役割
大規模な災害が発生し、住宅の倒壊、破損やライフラインの途絶に

より、自宅での生活が困難となった場合は、速やかに避難所を開設
し、生命の確保と安全な避難場所を提供する。
○必要とする最低限の機能

停電時における、非常用電源設備の確保
照明機器 30,211Wh、情報収集（ﾊﾟｿｺﾝ） 640Wh、通信連絡（携帯電

話充電）300kwh（導入設備規模チェックシートの数値と合わせてくださ
い。）
○機能を維持するための電力量
  昼間 17kWh 夜間 15kWh 合計 32kWh  （導入設備規模チェック
シートの数値と合わせてください。）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成２８年度計画書 事業個票）

事業番号 記入不要

事業メニュー区分 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

実施主体 ○○市、□□株式会社 等
□□□□□□□□事業


